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　４月１日、一般社団法人日本住宅建設産業協
会（日住協）と一般社団法人全国住宅建設産業
協会連合会（住協連）は新設合併し、一般社団
法人全国住宅産業協会（全住協）を設立いたし
ました。顧みれば、昭和 35 年から 45 年にかけ
て住宅不動産業界に中堅の４団体が相次いで設
立されました。すなわち、時代が平成に移った
頃の名称でいえば、社団法人日本ハウスビルダ
ー協会（ハウス協）、社団法人住宅産業開発協
会（住産協）、社団法人日本住宅宅地経営協会（日
本宅協）、社団法人全国住宅宅地協会連合会（住
協連）の４団体です。
　この４団体の間には、それぞれの長い歩み
の中で、業界を取り巻く環境が大きく変わる
たびに合併話が繰り返されました。そして、
平成 12 年６月、ハウス協と住産協が統合して
日住協となったことで流れができ、平成 14 年
３月には日住協と日本宅協が統合して新たな日
住協となりました。翌月に日住協が住協連に加
盟し、日住協会員も毎年全国大会に参加するな
ど、住協連加盟の他の協会との交流が深まるに
つれて次第に合併への気運も醸成され、今回よ
うやく中堅団体の大同団結の最終形が成就いた
しました。この合併に至るまでには、両協会の
会員・役員並びに関係各位の多大なご尽力を賜
りました。ここに深く感謝申し上げます。
　このたび発足した全住協は、全国の中堅住
宅不動産事業者 1,300 社が結集していることか
ら、事業環境の改善並びに消費者支援のための
政策を実現する上で、かなり発信力、発言力が
高まるとともに、マンション・戸建分譲、注文
住宅、仲介、賃貸管理、リフォームほか住生活

に関する幅広い業態の
会員の集合体であると
いう他の団体にはない
特色を有しており、個々
の会員企業にとって、
協会活動への積極的な
参加や相互の交流を通
して、有用な情報の入手と新たな事業機会の創
出などが図られることとなります。
　一方、我が国の経済はアベノミクス効果で円
安、株高が続き、輸出産業を中心に企業にとっ
て追い風となっているものの、デフレ脱却と本
格的な景気の回復には、内需を支える個人消費
の伸びが不可欠で、そのために雇用の拡大、所
得の増加等に裏打ちされた消費マインドへの刺
激が必要です。さらに波及効果の大きい住宅投
資の促進も景気を回復軌道に乗せるために欠か
せません。
　しかしながら、景気政策が功を奏し、また消
費税増税前の駆け込み需要があるとしても、住
宅不動産業界では、少子高齢化、住宅ストック
の増加等により、新築住宅が減少するとの予測
もあり、その影響の多くは我々中堅事業者に及
ぶことになります。たとえそのようになったと
しても、我々中堅事業者は、自らの事業の継続
のためばかりではなく、多様なニーズに応える
住宅を供給することが消費者の利益に適うとい
う確固たる信念をもって、日々たゆまぬ努力を
続けていかなければなりません。
　当協会としては、これまでのデフレ不況とは
異なる厳しい時代を迎えても、今回の合併の効
果を最大限に活かし、会員各位の事業経営に資
する協会活動を展開するとともに効率的な協会
運営に努めていきたいと考えておりますので、
会員各位におかれてもご支援ご協力を賜ります
ようよろしくお願い申し上げます。

会長挨拶

全住協の設立に当たって
一般社団法人全国住宅産業協会

会  長　  神　 山　 和　 郎
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（一社）全国住宅産業協会役員

役 　 職 氏 　 　 名 会 　 社 　 名
会 長 神 山 　 和 郎 日 神 不 動 産 ㈱
副 会 長 村 石 　 久 二 スターツコーポレーション㈱
副 会 長 牧 山 　 烝 治 ㈱ワコー・コーポレーション
副 会 長 佐 々 野 俊 彦 ㈱ 東 栄 住 宅
副 会 長 馬 場 　 研 治 内 田 橋 住 宅 ㈱
副 会 長 小 山 　 芳 樹 平 安 建 設 ㈱
副 会 長 諸 藤 　 敏 一 ㈱コーセーアールイー
専 務 理 事 田 村 　 仁 人 事 務 局
常 務 理 事 三 村 　 光 一 港 不 動 産 ㈱
常 務 理 事 桃 野 　 直 樹 東 日 本 住 宅 ㈱
常 務 理 事 肥 田 　 幸 春 ㈱エフ・ジェー・ネクスト
理 事 阿 部 　 憲 一 ㈱ 細 田 工 務 店
理 事 荒 井 喜 八 郎 ㈱ 荒 井 商 店
理 事 新 井 　 精 一 千 広 建 設 ㈱
理 事 安 藤 　 賢 治 ㈱ シ ン メ イ ハ ウ ス
理 事 石 灰 　 　 晃 石 友 ホ ー ム ㈱
理 事 入 澤 　 智 文 ㈱ニッテイホールディングス
理 事 小 川 　 泰 正 郊 外 土 地 建 物 ㈱
理 事 小 佐 野 　 台 日本 ハウズイング ㈱
理 事 小 尾 　 　 一 ㈱ 富 士 開 発
理 事 加 賀 谷 愼 二 ㈱ ア ス コ ッ ト
理 事 鍵 市 　 佳 則 兼 六 土 地 建 物 ㈱
理 事 加 藤 　 泰 寛 ㈱ ア ー ビ ッ ク
理 事 川 西 　 祐 二 ㈱ ト ー タ テ
理 事 川 野 　 悠 一 ㈱ ビ ー バ ー ハ ウ ス
理 事 木 島 　 　 寛 ロイヤルハウジング㈱
理 事 北 見 　 尚 之 リ ス ト ㈱
理 事 栗 原 　 秀 利 ㈱ 秀 建
理 事 小 泉 　 一 成 小 泉 建 設 ㈱
理 事 湖 中 　 明 憲 昭 和 住 宅 ㈱
理 事 小 林 　 茂 樹 三 和 住 宅 ㈱
理 事 小 山 　 浩 志 ㈱ パワープロパティ
理 事 佐 藤 　 　 浩 ㈱ ラ イ フ ・ モ ア
理 事 重 盛 　 政 幸 ハ イ ネ ス 管 理 ㈱
理 事 庄 野 　 栄 一 ㈱ エ リ ア
理 事 白 石 　 勝 美 白 石 建 設 ㈱
理 事 鈴 木 　 雄 二 ㈱ リ ブ ラ ン

役 　 職 氏 　 　 名 会 　 社 　 名
理 事 炭 谷 　 久 雄 ㈱ リ ビ ン グ ラ イ フ
理 事 園 部 　 正 則 ㈱ ア ス テ ィ ア
理 事 高 瀬 　 英 則 タ カ セ 不 動 産 ㈱
理 事 高 橋 　 一 夫 大 東 住 宅 ㈱
理 事 瀧 波 　 成 嘉 ㈱ タ キ ナ ミ
理 事 長 崎 　 守 利 宝 交 通 ㈱
理 事 永 嶋 　 康 雄 ㈱グローバル・エルシード
理 事 長 山 　 長 弘 ㈱ オ リ ジ ン 建 設
理 事 西 澤 　 　 溫 ㈱ 山 盛
理 事 西 本 　 昌 弘 東 亜 地 所 ㈱
理 事 沼 澤 　 義 幸 大 和 総 合 ㈱
理 事 橋 本 　 　 巖 ㈱ リ 　 ゾ 　 ン
理 事 橋 本 　 大 輔 ㈱ フ ァ ミ リ ー
理 事 長 谷 川 喜 則 ㈱ ザ ・ ト ー カ イ
理 事 服 部 　 信 治 ㈱アーバネットコーポレーション
理 事 花 沢 　 　 仁 花沢ホールディングス㈱
理 事 濵 田 　 繁 敏 ㈱ ア ッ プ タ ウ ン
理 事 原 木 　 幸 夫 武 蔵 野 産 業 ㈱
理 事 檜 山 　 国 行 ㈱ 秀 光 ビ ル ド
理 事 福 井 　 正 順 サ ワ デ ィ 地 所 ㈱
理 事 福 田 　 紘 一 ㈱リビングサービス
理 事 藤 井 　 英 勝 ㈱ 藤 井 ビ ル
理 事 藤 野 　 茂 樹 下 電 興 産 ㈱
理 事 前 田 　 利 幸 ㈱アドミラルコーポレーション
理 事 牧 　 　 　 甫 ㈱ フ ジ ケ ン
理 事 松 﨑 　 隆 司 ㈱サンセイランディック
理 事 三 田 　 俊 彦 ㈱ 三 田 ハ ウ ジ ング
理 事 森 田 　 紘 一 ㈱ 合 田 工 務 店
理 事 山 口 誠 一 郎 ト ー セ イ ㈱
理 事 山 田 　 義 博 翔 和 建 物 ㈱
理 事 幸 　 　 　 寿 シーズクリエ イト ㈱
理 事 吉 田 　 立 志 ヨ シ コ ン ㈱
常 任 理 事 宮 崎 　 友 次 事 務 局
監 事 妹 尾 　 盈 夫
監 事 宮 下 　 正 彦
監 事 永 井 　 俊 博

一般社団法人全国住宅産業協会役員

　一般社団法人日本住宅建設産業協会（日住協）
と一般社団法人全国住宅建設産業協会連合会

（住協連）は、４月１日をもって新設合併し、一
般社団法人全国住宅産業協会（全住協）を設立
いたしました。
　４月１日以降、当協会の表記は「一般社団法

人全国住宅産業協会」となりますので、物件広
告等への記載にあたってはご留意ください。
　なお、これまでの会報「日住協」は、今月号
から会報「全住協」として、新たに発行いたし
ます。

（一社）全国住宅産業協会設立のお知らせ
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　日住協は、去る３月22日（金）にホテルニュー
オータニで平成24年度に入会した会員と推薦会
員、協会役員、組織委員会委員との懇親会を開
催した。
　平成24年度は、正会員（企業会員）37社、正会
員（特別会員）１団体、賛助会員38社が入会し、
会員数は、正会員（企業会員）569社、正会員（特
別会員）１団体、賛助会員162社（平成25年３月
31日現在）となった。
　冒頭、神山理事長が「４月１日をもって、一
般社団法人全国住宅建設産業協会連合会と新設
合併し一般社団法人全国住宅産業協会、略称全
住協となる。政策提言など実力団体として、こ

の名前に相応しい活動を行っていきたい。日本
を代表する協会に発展させるため、新入会員の
皆様にもご協力いただきたい。」と歓迎の言葉
を述べた。
　続いて、三村常務理事の発声による乾杯の後、
新入会員より各社の業務内容など自己紹介が行
われた。懇親会では、和やかな雰囲気の中、相
互に情報交換を行うなど交流を図った。当日の
参加者は、新会員73名を含め約180名。　
　なお、全住協では今後協会入会のメリットを訴え、
組織の拡大に努めていく。入会に関する推薦や
問合せ等は、事務局（TEL 03−3511−0611）担当：
加藤まで。

新入会員との懇親会を開催
―平成24年度は、企業会員37社、特別会員１団体、賛助会員38社が入会―

新入会員との懇親会
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［優秀社員表彰］
⑴　基準

　次の基準に該当するもの
①　在籍３か年以上の社員で、営業活動にお

いて信義、誠実かつ適正に行い、年間にお
ける営業成績が、会社の業績向上に多大の
貢献をし、他の社員と比較して顕著と認め
られるもの。

②　在籍５か年以上の社員（①以外の社員）
で、職務の遂行において意欲旺盛かつ、創
造力が卓越し、会社の業績向上に多大の貢
献をし、その業績が他の社員と比較して顕
著と認められるもの。

⑵　提出書類（各１部）
①　優秀社員表彰申請書
②　審査表
③　会社組織図

　※ ①②は協会ホームページよりダウンロード
してください。

⑶　費用
　表彰者１名につき 10,000 円

［優秀技能者表彰］
⑴　推薦要件

　会員企業の社員又は協力事業者で、次の①
から⑤までのすべてに該当するもの
①　建設現場業務に直接従事している年齢35

歳以上の者（平成25年５月31日時点＝昭和
53年５月31日までに生まれた者）

②　建設現場業務に直接従事している年数が
15年以上の者（平成25年５月31日時点＝少
なくとも平成10年６月１日以前から建設現
場業務に直接従事していた者）

③　現場での工事施工経験の積み重ねにより
卓越した優秀な技能を持ち、長年にわたる
工事施工経験の裏付けとして施工管理能力

等の技能的能力をも習得した者。
　④　次のすべての要件を充たす者

ⅰ）技能・技術が優秀であること
ⅱ）技術開発、施工の合理化を図り顕著な

成績を挙げていること、又は建設工事に
相当の実績があること

ⅲ）後進の指導・育成に努めていること
ⅳ）工事施工において安全・衛生の向上に

貢献していること
ⅴ）他の建設現場従事者の模範たりうるこ

と
⑤　過去において、優秀施工者国土交通大臣

顕彰を受けていない者
⑵　提出書類（各１部）

①　優秀技能者表彰申請書
②　優秀技能者表彰審査表
③　推薦基準調書
④　組織図
⑤　その他（資格証明書、講習修了証、表彰

状等の写し）
　※ ①〜④は協会ホームページよりダウンロー

ドしてください。
⑶　費用

　表彰者１名につき 10,000 円
［応募資格］
　企業会員
［書類提出先］
　（一社）全国住宅産業協会事務局

〒102−0083　東京都千代田区麹町5−3
※ 支部会員の場合は所属支部事務局へご提出

ください。
［問合せ等］
　（一社）全国住宅産業協会事務局
　TEL　03−3511−0611

優秀社員・優秀技能者表彰の募集

平成25年度優秀社員・優秀技能者表彰の募集について
　当協会では、企業会員を対象に優秀社員・優秀技能者表彰について下記のとおり募集し、６月
３日開催の第１回定時総会において表彰を行う。
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■主な事業内容
・ オリジナル空調システムの研究、開発、製造

及び販売
・ 空調、資材の販売に関するボランタリーチェ

ーン組織の運営
・住宅資材、設備の研究、開発、製造及び販売
・経営コンサルティング

■弊社について
　弊社は、平成23年に日住協前理事長の株式会
社木下工務店創業者である木下長志を取締役会
長として設立いたしました、次世代住宅専用の
空調メーカーです。
　昨今、日本の住宅向け冷暖房設備も、住宅性
能の向上に伴い、床暖房、蓄熱暖房、省エネエ
アコンと多くの空調設備が選択できるようにな
り、その中でも少ないエネルギーで家全体を快
適にすることができる、全館空調（ヒートポン
プ式）を取入れる方々が増えております。
　しかし、一般的に全館空調システムは高額な
システムが多く、弊社では、多くの新築購入者
の皆様に手軽にお奨めできる快適な全面床暖房
と全室冷暖房がひとつになった、「ローコストな
全館冷暖房システム」を開発いたしました。機能、

効果、サイズ、価格帯、実績を含め自信を持っ
てお奨めできる空調設備になっております。
　同システムを新たな付加価値とし快適性を重
視した商品戦略にて、分譲住宅、注文住宅、更
に企画型住宅として多くのビルダー様に活用さ
れ始めております。

■取扱商品の紹介
　床下蓄熱冷暖房システム（標準機種 Ⅲ、Ⅳ地
域対応・寒冷地対応機種 Ⅱ地域対応可）
　床下空間を最大限に活用し、床全体と室内機
を同時に冷暖房します。床下の基礎コンクリー
トを蓄熱層として利用することで、無駄の無い
熱利用を可能にしました。

会社プロフィール
代表者：藤田　薫
設　立：2011年12月
所在地： 〒130−0013 東京都墨田区錦糸2−4−6 

ALビル
T E L：03−5619−4601
F A X：03−5619−4602
U R L：http://www .onrei .jp
※ 賛助会員の業務をご紹介いたします。掲載

については、事務局（TEL　03−3511−0611）
までお問合わせください。

賛助会員プロフィール

＝新たな事業展開にお役立てください＝

◆ 賛 助 会 員 プ ロ フ ィ ー ル ◆

㈱オンレイ
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［理事会］
日　時　平成25年３月22日（金）16：30〜17：20
場　所　ホテルニューオータニ
議　事　 会員の入会、優良事業表彰の選定、新

法人の役員の一部変更、新法人の役付
役員の選任、新法人の運営体制、新法
人の諸規程等について審議した。

［組織委員会］
日　時　平成25年３月11日（月）12：30〜15：10
場　所　弘済会館
議　事　 優秀社員及び優秀技能者表彰、沿道建

築物耐震化小委員会、住生活女性会議、
不動産業務研修会、新入会員懇親会、
新入社員研修会及び基礎実務研修会、
周知活動、新規イベントに関するアン
ケートについての報告を行った。

［中高層新規委員会］
日　時　平成25年３月19日（火）14：30〜17：00
場　所　スクワール麹町
議　事　 「消費税引上げに係る経過措置につい

て」「日本経済の動向と住宅市場」「長

期修繕計画作成・修繕積立金算出サー
ビス」等の講演他を行った。

［流通委員会］
日　時　平成25年３月12日（火）12：00〜14：00
場　所　主婦会館
議　事　 「中古住宅取得者の特徴について」「中

古住宅売買時の瑕疵保険・インスペク
ションなどについて」等の講演他を行
った。

会 社 名　株式会社シーラ
代 表 者　湯藤　善行
住 　 所　 〒153−0061　 東 京 都 目

黒区中目黒3−3−2
Ｔ Ｅ Ｌ　03−5708−5401
Ｆ Ａ Ｘ　03−5708−5411
事業内容　 東京の中心11区に特化し、投資用マ

ンションの開発及び分譲を展開。
 
会 社 名　株式会社デリス
代 表 者　吉田　幹雄
住 　 所　 〒220−8129　神奈川県横浜市西区

理事会・委員会開催状況

入会

協会だより

　正会員であるタマホーム㈱（玉木康裕代表
取締役会長兼社長）は、平成25年３月27日に
東京証券取引所市場第１部及び福岡証券取引
所本則市場に新規上場した。
　同社は「高品質住宅を低価格で提供する」
という業界の常識を打ち破る理念を掲げ、平
成10年６月に福岡県筑後市に注文住宅建設会
社として設立された。その後、グループ会社
の設立やロードサイド型の独立型店舗、住宅
総合展示場への出店も積極的に行い、平成25
年１月31日現在、独立型店舗は156店、住宅
総合展示場59箇所。
　住宅事業を核とし、主力商品「自由設計・
オール電化・豊富な設備仕様」の住宅（大安

心の家）を画期的な価格で提供することで急
速に業容を拡大し、太陽光発電システムや家
庭用燃料電池、大型蓄電池等を搭載した環境
配慮型住宅「T−スマート」、都市部の狭小
地向け３階建て住宅である「木望の家」、競
合会社対策の低価格訴求商品である「元気の
家」、住宅エコポイントの対象となる次世代
省エネルギー基準に標準で対応した商品であ
る「木麗な家」など商品の拡充を行っている。
　グループ全体での平成24年５月期の連結売
上高169,651百万円、純利益783百万円、単体
売上高163,343百万円、単体純利益863百万円
となっている。

タマホーム㈱が新規上場会員情報
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みなとみらい2−2−1　横
浜ランドマークタワー

Ｔ Ｅ Ｌ　045−664−2001
Ｆ Ａ Ｘ　045−664−2003
事業内容　 ファミリーマンションディベロッパー。

ワンルームマンション卸しも行う。
 
会 社 名　住友林業株式会社
代 表 者　早野　均
住 　 所　 〒100−8270　 東 京 都 千

代田区大手町1−3−2　
Ｔ Ｅ Ｌ　03−3214−3860
Ｆ Ａ Ｘ　03−3214−3861
事業内容　 東京・大阪・名古屋で中古住宅を買

い取り再生再販事業を展開。
 
会 社 名　Life&Style株式会社
代 表 者　山越　尚昭
住 　 所　 〒113−0033　 東 京 都 文

京区本郷1−24−1　
Ｔ Ｅ Ｌ　03−6858−4111
Ｆ Ａ Ｘ　03−6858−4140
事業内容　 ワンルーム分譲を都内・横浜・川崎

で事業展開中。アパートの販売開拓。
 
会 社 名　ランドキューブ株式会社
代 表 者　原野　正大
住 　 所　 〒169−0051　 東 京 都 新

宿区西早稲田2−20−15　
Ｔ Ｅ Ｌ　03−5155−3830
Ｆ Ａ Ｘ　03−5155−3831
事業内容　 首都圏で資産運用型マンションの供

給を中心としたライフプランニング
の提供。

 
会 社 名　株式会社東京組
代 表 者　中野渡　利八郎
住 　 所　 〒158−0097　 東 京 都 世

田谷区用賀4−10−1　世
田谷ビジネススクエアタワー22階

Ｔ Ｅ Ｌ　03−3709−2000
Ｆ Ａ Ｘ　03−3709−2010
事業内容　 城南地区を中心に、デザイン性とコス

トパフォーマンスの高い住宅を供給。
 
会 社 名　株式会社サポート・ワン
代 表 者　佐々木　友也
住 　 所　 〒157−0066　 東 京 都 世

田谷区成城2−40−9　
Ｔ Ｅ Ｌ　03−5727−2680
Ｆ Ａ Ｘ　03−5727−2690
事業内容　 東京都城南地域での戸建分譲事業を

展開。
 
会 社 名　株式会社

アセット・ナビゲーター
代 表 者　吉本　權
住 　 所　 〒106−0041　 東 京 都 港

区麻布台1−6−13
Ｔ Ｅ Ｌ　03−6435−5728
Ｆ Ａ Ｘ　03−6435−5729
事業内容　 首都圏を中心に不動産開発のパート

ナーとしてマネジメント事業を展開中。
 
会 社 名　株式会社

YAZAWA　LUMBER
代 表 者　矢澤　俊一
住 　 所　 〒190−0022　 東 京 都 立

川市錦町6−11−25
Ｔ Ｅ Ｌ　042−526−0335
Ｆ Ａ Ｘ　042−525−8515
事業内容　 都内を中心にデベロッパー向け住宅の

設計施工・アフターサービスを展開。
 

（東海支部）
会 社 名　テクノネット株式会社
代 表 者　石野田　賢次
住 　 所　 〒463−0805　 愛 知 県 名

古屋市守山区青山台711
Ｔ Ｅ Ｌ　052−799−5701

協会だより



− 9 −

協会だより
Ｆ Ａ Ｘ　052−799−5703
事業内容　 ガソリンスタンド跡地に特化した調

査及び独自ネットワークによる不動
産流通業。

 
（特別会員）
団 体 名　首都圏中高層住宅協会
代 表 者　肥田　幸春
住 　 所　 〒180−0004　 東 京 都 武

蔵野市吉祥寺本町1−33−
5

Ｔ Ｅ Ｌ　0422−21−1040
Ｆ Ａ Ｘ　0422−21−1400
事業内容　 主にステューディオタイプ（ワンル

ームマンション）を開発分譲しなが
ら果たしてきた社会的な役割を全う
すると共に、新たな時代の要請に対
応するため快適、かつ機能的な住空
間の創出に努める。

 
（賛助会員）
会 社 名　株式会社

デリス建築研究所
代 表 者　青木　俊実
住 　 所　 〒220−8129　神奈川県

横浜市西区みなとみらい2−2−1　
横浜ランドマークタワー

Ｔ Ｅ Ｌ　045−263−8288
Ｆ Ａ Ｘ　045−263−8282
事業内容　 ハイブリット住宅メーカー。ファミ

リー・ワンルームマンションの販売
卸し。

 
会 社 名　松本機工株式会社
代 表 者　平野　淸治
住 　 所　 〒112−0001　東京都文

京区白山4−25−6
Ｔ Ｅ Ｌ　03−3814−7744
Ｆ Ａ Ｘ　03−3813−2909
事業内容　 避難器具オリローのメーカーとして

社会貢献いたしております。
 
会 社 名　有限会社アクティブ
代 表 者　小倉　誠
住 　 所　 〒153−0052　東京都目

黒区祐天寺1−23−20
Ｔ Ｅ Ｌ　03−3794−3121
Ｆ Ａ Ｘ　03−3794−3124
事業内容　 店舗、事務所等の内装解体工事並び

に木造、RC造建物解体を得意とし
ております。

 
会 社 名　株式会社東北復興
代 表 者　柳内　光子
住 　 所　 〒980−0021　宮城県仙

台市青葉区中央3−2−1
Ｔ Ｅ Ｌ　022−721−0522
事業内容　 東日本大震災で特に被害にあわれた

東北地方の復興事業全般をお手伝い
します。

 
会 社 名　株式会社トーシンホーム
代 表 者　藤江　伸二
住 　 所　 〒259−1132　 神 奈 川 県

伊勢原市桜台2−24−18　
Ｔ Ｅ Ｌ　0463−96−6666
Ｆ Ａ Ｘ　0463−96−6667
事業内容　 神奈川県下で分譲展開。公共事業か

ら注文住宅まで建築一般にも注力。
 
会 社 名　フィンテックグローバル

鑑定株式会社
代 表 者　塚田　拓士
住 　 所　 〒105−0001　 東 京 都 港

区虎ノ門4−1−28
Ｔ Ｅ Ｌ　03−4577−5630
Ｆ Ａ Ｘ　03−4577−5631
事業内容　 不動産鑑定業務のほか、グループ内

の不動産関連業務を行っています。
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会 社 名　有限会社ハートフル
代 表 者　佐藤　圭
住 　 所　 〒330−0856　 埼 玉 県 さ

いたま市大宮区三橋2−
801−2　ベルデュールウエルズ105

Ｔ Ｅ Ｌ　048−778−9361
Ｆ Ａ Ｘ　048−778−9381
事業内容　 退去立合いからリフォーム、ルームク

リーニングまでトータルサポート。
 
会 社 名　株式会社カワハラ
代 表 者　河原　昭男
住 　 所　 〒152−0001　 東 京 都 目

黒区中央町1−19−10　
Ｔ Ｅ Ｌ　03−3793−5215
Ｆ Ａ Ｘ　03−3793−3220
事業内容　 首都圏中心に住設機器・節電システ

ムの販売、リフォーム工事を展開。
 
会 社 名　アブリテックジャパン

株式会社
代 表 者　胡　書豪
住 　 所　 〒103−0013　 東 京 都 中

央区日本橋人形町3−1−17
Ｔ Ｅ Ｌ　03−3639−2233
Ｆ Ａ Ｘ　03−3639−2244
事業内容　 太陽光発電システムの販売、親会社

は太陽光発電モジュールのメーカー。
 
会 社 名　全国警備保障株式会社
代 表 者　上笹貫　剛
住 　 所　 〒171−0014　 東 京 都 豊

島区池袋2−37−4　ゼン
ケイビル

Ｔ Ｅ Ｌ　03−3980−8151
Ｆ Ａ Ｘ　03−3987−4420
事業内容　 施設・交通・イベント・現金輸送警

備に係る業務で、安心・安全を守り
ます。

 

会 社 名　株式会社トルネックス
代 表 者　松井　周生
住 　 所　 〒103−0024　 東 京 都 中

央区日本橋小舟町6−6
Ｔ Ｅ Ｌ　03−5643−5800
Ｆ Ａ Ｘ　03−5643−5801
事業内容　 業務用空気清浄機メーカー。グルー

プ会社に防災備蓄事業、内装家具事
業を展開。

 
会 社 名　全保連株式会社
代 表 者　迫　幸治
住 　 所　 〒160−0022　 東 京 都 新

宿区新宿4−3−17　ダヴ
ィンチ新宿4階

Ｔ Ｅ Ｌ　03−5368−1188
Ｆ Ａ Ｘ　03−5368−1180
事業内容　 札幌から沖縄まで全国をカバーして

家賃保証サービスをご提供していま
す。

旧 社 名　株式会社リクルート
新 社 名　株式会社リクルート住まいカンパニー

旧 社 名　都市綜研インベストバンク株式会社
新 社 名　みんなで大家さん販売株式会社
新ＴＥＬ　03−3556−1674
新ＦＡＸ　03−3556−1612

会 社 名　スカイコート株式会社
新代表者　西田　一隆

会 社 名　AIU保険会社日本支社
新代表者　石井　賀津彦
新 住 所　 〒163−0814　東京都新宿区西新宿2

−4−1　新宿NSビル14階

社名変更

代表者変更

代表者・住所変更

社名・電話番号・FAX番号変更
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Ｔ Ｅ Ｌ　03−6894−9140
Ｆ Ａ Ｘ　03−6894−9924

会 社 名　 ジェイレックス・コーポレーション
株式会社

新 住 所　 〒160−0023　東京都新宿区西新宿1
−23−7　新宿ファーストウエスト16階

Ｔ Ｅ Ｌ　03−3345−6012（従来どおり）
Ｆ Ａ Ｘ　03−3345−6011（従来どおり）

旧　　　　株式会社ニッテイ 
新　　　　株式会社ニッテイホールディングス

代 表 者　田中　周至
住 所　 〒160−0022　東京都新宿区新宿6−

28−7
Ｔ Ｅ Ｌ　03−4589−6711
Ｆ Ａ Ｘ　03−4589−6312
 
旧　　　　株式会社パルグリーン
新　　　　株式会社HIRAMEKI
代 表 者　遠藤　みき子
住 所　 〒167−0041　東京都杉並区善福寺4

−24−6
T E L　03−3417−6627
F A X　03−5727−2328

会報　全住協　　　通巻１号
（平成 25 年４月 10 日発行）

発　行　　一般社団法人全国住宅産業協会
編　集　　一般社団法人全国住宅産業協会事務局

業務日誌
２月22日（金）・神山理事長他が日本住宅建設産業厚生年金基金代議員会・理事会に出席。

（ホテルニューオータニ）
・東北支部臨時総会を開催。（メトロポリタンホテル仙台）

26日（火）・東海支部例会を開催。（中日パレス）
27日（水）・優良事業表彰現地調査を実施。

３月１日（金）・優良事業表彰現地調査を実施。
５日（火）・優良事業表彰現地調査を実施。
６日（水）・優良事業表彰現地調査を実施。
７日（木）・神山理事長他が（公財）東日本不動産流通機構理事会に出席。（京王プラザホテル）

・優良事業表彰現地調査を実施。
８日（金）・関西支部が「低炭素建築物の認定制度講習会」を開催。（TSURUYAホール）
11日（月）・組織委員会、組織委員会「入会審査会」を開催。（弘済会館）
12日（火）・流通委員会を開催。（主婦会館）

・神山理事長他が故西田鐵男氏お別れの会に参列。
13日（水）・事業表彰審査会を開催。（協会会議室）
14日（木）・戸建住宅委員会「長期修繕計画及び修繕積立金モデル策定WG」を開催。（協会会議室）
15日（金）・神山理事長が自由民主党各種団体協議会懇談会に出席。（都市センターホテル）

・宅地建物取引主任者法定講習を開催。（連合会館）
・信越支部例会を開催。

18日（月）・政策委員会「新たな住空間のあり方を考える勉強会」を開催。（スクワール麹町）
19日（火）・中高層新規委員会を開催。（スクワール麹町）
22日（金）・支部連絡会、理事会、臨時総会、日住協政策研究会総会、新入会員との懇親会を開催。

（ホテルニューオータニ）

（日住協）

住所変更

登録変更




